
水産資源は、適切に管理しなければ枯渇し

てしまう有限の天然資源である。逆に、漁獲

等に関して適切に管理すれば、無限に再生産

可能な天然資源となる。そこに食料としての

貴重性がある。

わが国では、1980年代を中心に資源管理型

漁業が論じられ、「漁業の近代化」から「資

源管理型漁業の推進」へと政策転換が図られ

た。その後、「海洋水産資源開発促進法」の

改正（1990年）によって資源管理協定制度が

創設され、さらにTAC（Total Allowable

Catch：漁獲量の総量管理）制度やTAE

（Total Allowable Effort：漁獲努力量の総量

管理）制度も導入された。

資源や漁業の管理を論ずる場合、参入自由

（open access）か参入制限（limited entry）

か、出口規制か入口規制か、等がその視点と

して挙げられる。

1994年に発効した国連海洋法条約は、生物

資源の保存義務（第61条）として、沿岸国に

対し「自国の排他的経済水域における生物資

源の漁獲可能量を決定する」ことを求めてい

る。いわゆるTAC制度による資源管理であ

り、漁獲量という漁業の出口での規制である。

漁業への「参入自由」を基本原則とする欧米

型の漁業管理において、中心的な役割を担う

資源管理方法とされていたものである。

一方、わが国の漁業管理は、沿岸漁業につ

いては共同漁業権を中心に、沖合漁業や遠洋

漁業については許認可を中心におこなってき

た。いわゆる「参入制限」が前提であり、資

源管理も必然的に漁業における入口、すなわ

ち漁獲努力量の規制が中心となっていた。

いずれも十分な成果をあげているとはいえ

ず、新たな漁業管理のあり方が模索されてい

る。近年の漁業管理の方向としては、出口規

制と入口規制の併用が世界的な流れとなって

いる。わが国も、国連海洋法条約の発効と同

時に施行された「海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律」によってTAC制度を導入し

ており、併用という点では同一の方向にある。

しかし、わが国の漁業管理における最大の

特徴は、世界でも類を見ないとされる自主管

理組織の存在である。今次漁業センサスでも、

漁業管理組織数は全海区で増加し、しかもそ

の運営主体のほとんどが漁協自体あるいはそ

の関連組織となっている。

一般に漁業管理は、当該漁業成立の歴史的

過程を反映したものとなる。わが国の漁業権

制度は、江戸時代の「磯は地付き、沖は入会」

を起源としており、地区漁協による前浜資源

の利用と維持が基本となっている。漁協のみ

に認められる共同漁業権がそれであり、これ

の十分な管理が漁協のレーゾンデートルとも

される所以である。さらに、この共同漁業権

に基づく沿岸漁業者の排他的な漁場利用権も、

決して財産権的なものではなく、当該漁村社

会における「共生の権利」ともいうべきもの

であると認識すべきである。

したがって、漁協の組織や組合員、新規漁

業参入等、さまざまな漁業問題を考える場合

においても、資源の適切な利用と維持を図る

漁業管理、あるいはそれによって可能となる

漁村振興の視点が重要・不可欠となる。この

ことを念頭に研究に取組んでいきたい。

（出村雅晴）
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